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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 9,597 13,595 11,022 22,000 22,108

経常利益（百万円） 89 2,127 1,199 1,533 2,255

中間（当期）純利益
（百万円） 

170 1,317 735 1,047 1,339

純資産額（百万円） 41,280 42,663 43,881 42,258 42,899

総資産額（百万円） 43,242 45,446 46,853 46,029 44,898

１株当たり純資産額
（円） 

2,107.29 2,211.87 2,275.26 2,157.26 2,224.21

１株当たり中間（当期）
純利益金額（円） 

8.66 67.38 38.10 51.75 66.36

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 95.5 93.9 93.7 91.8 95.5

営業活動によるキャッ
シュ・フロー（百万円) 

196 -807 2,841 2,168 3,142

投資活動によるキャッ
シュ・フロー（百万円) 

312 -222 522 -4,587 -282

財務活動によるキャッ
シュ・フロー（百万円) 

-99 -749 -243 -201 -896

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高
（百万円） 

14,565 9,818 16,720 11,494 13,558

従業員数（人） 497 486 506 491 477



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 9,222 13,101 10,703 21,300 21,258

経常利益又は経常損失
（-）（百万円） 

-24 1,890 1,055 1,204 2,041

中間（当期）純利益
（百万円） 

80 1,126 627 786 1,202

資本金（百万円） 8,360 8,360 8,360 8,360 8,360

発行済株式総数（千株） 20,047 20,047 20,047 20,047 20,047

純資産額（百万円） 40,229 41,238 42,342 41,100 41,509

総資産額（百万円） 42,123 43,887 45,239 44,801 43,444

１株当たり純資産額
（円） 

2,053.61 2,138.00 2,195.48 2,098.15 2,152.18

１株当たり中間（当期）
純利益金額（円） 

4.11 57.62 32.52 38.42 59.40

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益金額（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）
配当額（円） 

5.00 7.50 10.00 12.50 20.00

自己資本比率（％） 95.5 94.0 93.6 91.7 95.5

従業員数（人） 393 372 385 381 369



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 

 なお、当社グループは単一セグメントであります。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、業務部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数には、契約社員、パート社員（15名）は含まれておりません。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数には、フィリピン駐在員事務所の現地採用人員（12名）を含み、他社への出向社員（８名）は含んでおりませ

ん。また、契約社員、パート社員（15名）は含まれておりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

 当社には、昭和39年6月より、企業の平和及び繁栄と従業員の労働条件の安定及び改善を図るため、労使が協議することを目

的として新川労働組合が結成されており、極めて円満な関係を維持しております。なお、所属上部団体はありません。 

 平成17年9月30日現在の組合員数は243名であります。 

  

  平成17年９月30日現在

業務部門の区分 従業員数（人）

生産部門 227 

営業部門 181 

一般管理及び研究開発部門 98 

合計 506 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 385 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における半導体・エレクトロニクス業界は、昨年の夏以降続いていたデジタル関連製品の在庫調整の動

きが漸く収束し、ＰＣ、携帯電話、携帯オーディオプレーヤー向け需要に牽引される形で半導体メーカーの設備稼働率の上昇

や設備投資の再開が見られるなど回復基調を示しております。当社グループの受注も、実需の裏打ちに即応した短納期での設

備増強を図るという主要顧客のスタンスに変化は無いものの、第１四半期末頃より回復基調となりました。 

このような状況の下、当社グループは顧客に密着した販売体制により拡販に努めるとともに、生産面ではリードタイムの短

縮やコスト削減に取り組みました。また、収益面では為替相場が円安基調で推移したことがプラス要因となりました。この結

果、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、11,022百万円（前年同期比18.9％減）、営業利益1,039百万円（前年同期

比47.2％減）、経常利益1,199百万円（前年同期比43.6％減）、中間純利益735百万円（前年同期比44.2％減）となり、好調で

あった前年同期比では減少しましたが、期初の見通しを上回る結果となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 日本では、当社が子会社を経由せずに直接輸出をおこなっている韓国およびフィリピンからの受注を中心に、売上高は

10,874百万円（前年同期比18.5％減）、営業利益は867百万円（前年同期比50.8％減）となりました。 

 アメリカでは、主要取引先の拠点縮小により、売上高は22百万円（前年同期比91.5％減）、営業損失は、16百万円（前年同

期営業利益 2百万円）となりました。 

 アジアでは、シンガポール子会社が担当するシンガポール、マレーシア、タイ地域の半導体工場の稼働率が回復傾向にある

ことから、売上高は1,142百万円（前年同期比45.0％減）、営業利益は79百万円（前年同期比61.1％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が1,199百万円（前年同期比928百万円減）となり、仕入債

務が1,219百万円増加したこともあって、2,841百万円の増加（前年同期は807百万円の減少）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入600百万円を主因として522百万円の増加（前年同期

は222百万円の減少）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払241百万円および自己株式の取得による支出2百万円により、243百万円

の減少（前年同期は749百万円の減少）となりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、期首残高に比べ3,162百万円増加し、

16,720百万円となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における品目別生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における品目別受注状況は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

台数（台） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ワイヤボンダ 706 5,338 61.0 

ダイボンダ 108 2,531 100.1 

テープボンダ 46 1,319 89.7 

フリップチップボンダ 13 259 82.0 

その他装置 4 29 12.0 

補修部品 － 1,464 104.9 

合計 877 10,939 74.4 

品目 

受注高 受注残高 

台数
（台） 

金額（百万円）
前年同期比
（％） 

台数
（台） 

金額（百万円） 
前年同期比
（％） 

ワイヤボンダ 859 6,453 100.1 262 1,989 69.1 

ダイボンダ 115 2,625 212.6 47 990 125.5 

テープボンダ 43 1,226 232.2 26 715 78.9 

フリップチップボンダ 18 367 198.4 5 108 234.8 

その他装置 11 57 34.1 7 29 181.3 

補修部品 － 1,470 116.4 － 542 134.5 

合計 1,046 12,198 124.1 347 4,371 86.7 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における品目別販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１. 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりであります。 

２．ＴＩ(Philippines),Inc.への前中間連結会計期間の販売実績は315百万円で、総販売実績に対する割合は2.3％でありま

す。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

当社グループは、半導体組立工程で使用される製造装置の開発を主たる目的として、研究開発をおこなっております。半導体

業界では日進月歩で技術革新を続けており、これに連動して顧客の当社製品への技術的な要求も高度化かつ多様化しておりま

す。当社グループは、これらの顧客要求を満足することが企業としての使命であり、業界での地位を確立する重要ポイントであ

ると認識し、市場ニーズを先取りした製品開発に取り組んでおります。 

 当中間連結会計期間においては、ますます高度化する顧客からの技術要求を満たすための製品の改良、アップグレードの研究

開発に注力いたしました。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は568百万円であります。 

  

  

品目 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

台数（台） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ワイヤボンダ 718 5,428 67.6 

ダイボンダ 108 2,557 101.5 

テープボンダ 45 1,279 111.4 

フリップチップボンダ 14 280 96.2 

その他装置 4 29 11.6 

補修部品 － 1,449 106.8 

合計 889 11,022 81.1 

相手先 

前中間連結会計期間
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日本サムスン株式会社 1,377 10.1 1,512 13.7 

ＴＩ(Philippines),Inc. － － 1,232 11.2 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月９日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,047,500 20,047,500
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 20,047,500 20,047,500 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 20,047,500 － 8,360 － 8,907



(4）【大株主の状況】 

（注）１．所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合とも表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式

数は、各行の信託業務に係るものです。 

３．上記のほか、自己株式が761千株あります。 

４．モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッドから平成17年９月26日付で大量保有報告書に係る変更報告書の提出があ

り、平成17年９月20日現在で以下の株式等を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末に

おける実質保有株式数の確認ができないため、上記の大株主の状況には含めておりません。 

なお、同変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

みずほ信託退職給付信託東京
都民銀行口再信託受託者資産
管理サービス信託 

東京都中央区晴海１丁目８－12 960 4.79 

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行 兜町証
券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

949 4.73 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 596 2.97 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 532 2.65 

株式会社アイ・アンド・イー 東京都渋谷区宇田川町33－７ 499 2.49 

山崎 信人 東京都国立市東３丁目５－38 434 2.16 

ステート ストリート バン
ク アンド トラスト カン
パニー 505103（常任代理人 
株式会社みずほコーポレート
銀行 兜町証券決済業務室） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

422 2.10 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 419 2.09 

とみんリース株式会社 東京都千代田区神田小川町３丁目３ 405 2.02 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 324 1.61 

計 ────── 5,544 27.65 

氏名又は名称 住所又は本店所在地
保有株券等の数
（千株） 

株券等保有割合
（％） 

モルガン・スタンレー・ジャパ
ン・リミテッド 

ケイマン諸島、グランドケイマン、ジョ
ージタウン、サウスチャーチ・ストリー
ト、ユグランドハウス私書箱309号 

133 0.66 

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インコーポレ
ーテッド 

1585 Broadway, New York, NY 10036 225 1.13 

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London 
E14 4QA U.K. 

295 1.47 

エムエスディーダブリュ・エク
イティー・ファイナンシング・
サービセズ（ルクス）エス・ア
ー・エール・エル 

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 
Luxembourg 

49 0.24 

モルガン・スタンレー・インベ
ストメント・マネジメント・リ
ミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London 
E14 4QA U.K. 

564 2.81 

モルガン・スタンレー・インベ
ストメント・マネジメント・イ
ンク 

1221 Avenue of the Americas, New 
York, NY 10020, USA 

1,548 7.72 

計 ────── 2,814 14.04 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,800株（議決権の数38個）含まれております。

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  761,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,277,500 192,775 － 

単元未満株式 普通株式   8,700 －
1単元（100株）未満
の株式 

発行済株式総数 20,047,500 － － 

総株主の議決権 － 192,775 － 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数 
（株） 

他人名義所
有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 新川 
東京都武蔵村山市伊奈平
2丁目51番地の１ 

761,300 － 761,300 3.80 

計 － 761,300 － 761,300 3.80 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,325 2,175 2,115 2,145 2,270 2,450 

最低（円） 1,980 1,934 1,970 2,010 2,010 2,105 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

  

(2）退任役員 

 該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

 該当事項はありません。 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改

正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前

の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

アーク監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

   
前中間連結会計期間末 

  
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
  

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    15,121 19,921  17,102 

２．受取手形及び売掛
金 

   8,160 5,821  5,945 

３．たな卸資産    5,377 2,996  3,276 

４．繰延税金資産    975 1,034  927 

５．その他    276 221  236 

６．貸倒引当金    -58 -41  -40 

流動資産合計    29,851 65.7 29,953 63.9  27,446 61.1

Ⅱ 固定資産       

(1)有形固定資産       

１．建物及び構築物 ※１ 11,905  11,441 11,952  

減価償却累計額   -8,431 3,474 -8,336 3,105 -8,653 3,299 

２．機械装置及び運
搬具 

  1,296  1,320 1,287  

減価償却累計額   -1,152 144 -1,125 194 -1,131 156 

３．土地    4,929 4,929  4,929 

４．その他   1,489  1,568 1,504  

減価償却累計額   -1,443 46 -1,382 186 -1,397 107 

有形固定資産合計    8,593 18.9 8,414 18.0  8,491 18.9

(2）無形固定資産       

その他    27 157  42 

無形固定資産合計    27 0.1 157 0.3  42 0.1

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券    4,341 5,504  5,217 

２．繰延税金資産    2,470 1,364  2,235 

３．その他    165 1,462  1,468 

４．貸倒引当金    -1 -1  -1 

投資その他の資産
合計 

   6,975 15.3 8,329 17.8  8,919 19.9

固定資産合計    15,595 34.3 16,900 36.1  17,452 38.9

資産合計    45,446 100 46,853 100  44,898 100

        



  

  

   
前中間連結会計期間末 

  
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
  

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）  
    

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金    1,519 1,772  553 

２．未払法人税等    114 87  108 

３．製品保証引当金    197 311  242 

４．その他    612 522  734 

流動負債合計    2,442 5.4 2,692 5.7  1,637 3.6

Ⅱ 固定負債       

１．その他の引当金    333 271  354 

２．その他    － 2  0 

固定負債合計    333 0.7 272 0.6  354 0.8

負債合計    2,775 6.1 2,964 6.3  1,991 4.4

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    8 0.0 8 0.0  8 0.0

       

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    8,360 18.4 8,360 17.8  8,360 18.6

Ⅱ 資本剰余金    8,907 19.6 8,907 19.0  8,907 19.8

Ⅲ 利益剰余金    26,393 58.1 26,714 57.0  26,270 58.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   714 1.6 1,553 3.3  1,056 2.4

Ⅴ 為替換算調整勘定    -77 -0.2 -15 -0.0  -58 -0.1

Ⅵ 自己株式    -1,634 -3.6 -1,639 -3.5  -1,636 -3.6

資本合計    42,663 93.9 43,881 93.7  42,899 95.6

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   45,446 100 46,853 100  44,898 100

        



②【中間連結損益計算書】 

  

   

前中間連結会計期間 
  

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
  

（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    13,595 100 11,022 100  22,108 100

Ⅱ 売上原価    8,886 65.4 7,418 67.3  14,632 66.2

売上総利益    4,709 34.6 3,604 32.7  7,476 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

      

１．営業サービス費   399  119 875  

２．製品保証引当金繰
入額 

  196  311 241  

３．従業員給与賞与   591  551 1,087  

４．その他の引当金繰
入額 

  27  9 －  

５．試験研究費   528  568 1,146  

６．その他   1,002 2,743 20.1 1,007 2,565 23.3 2,021 5,370 24.3

営業利益    1,966 14.5 1,039 9.4  2,106 9.5

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   10  18 25  

２．受取配当金   49  66 87  

３．為替差益   144  87 98  

４．その他   29 232 1.7 37 208 1.9 62 272 1.2

Ⅴ 営業外費用       

１．たな卸資産廃棄損   61  43 105  

２．その他   10 71 0.5 5 48 0.4 18 123 0.5

経常利益    2,127 15.7 1,199 10.9  2,255 10.2

Ⅵ 特別利益       

１．貸倒引当金戻入額   －  － 16  

２．投資有価証券売却
益 

  0 0 0.0 － － － 0 16 0.0

        



  

  

   

前中間連結会計期間 
  

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
  

（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産除却損 ※１ － － － － － － 55 55 0.2

税金等調整前中間
(当期)純利益 

   2,127 15.7 1,199 10.9  2,216 10.0

法人税、住民税及
び事業税 

  54  41 74  

法人税等調整額   755 809 6.0 423 464 4.2 802 876 3.9

少数株主利益又は
少数株主損失(－) 

   1 0.0 -0 -0.0  1 0.0

中間（当期）純利
益 

   1,317 9.7 735 6.7  1,339 6.1

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    

前中間連結会計期間
  

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで）

当中間連結会計期間
  

（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    8,907 8,907  8,907

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １．自己株式処分差益   － － － － 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   8,907 8,907  8,907

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    25,256 26,270  25,256

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１. 中間（当期）純利益   1,317 1,317 735 735 1,339 1,339

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   147 241 292 

２．役員賞与   33 180 50 291 33 325

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   26,393 26,714  26,270

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間
  
  

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで）

当中間連結会計期間
  
  

（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  2,127 1,199 2,216 

減価償却費   337 331 699 

退職給付引当金の増
加額（－減少額） 

  13 -83 35 

貸倒引当金の増加額
（－減少額） 

  2 1 -16 

その他の引当金の増
加額 

  27 69 72 

受取利息及び受取配
当金 

  -59 -84 -112 

為替差益   -29 -26 -32 

たな卸資産廃棄損   － 43 105 

有形固定資産除却損   － － 55 

投資有価証券売却益   -0 － -0 

売上債権の減少額
（－増加額） 

  -670 124 1,545 

たな卸資産の減少額
（－増加額） 

  -1,518 280 583 

仕入債務の増加額
（－減少額） 

  -1,078 1,219 -2,044 

その他   48 -211 4 

未収消費税等の減少
額 

  32 36 52 

役員賞与の支払額   -33 -50 -33 

小計   -801 2,847 3,129 

利息及び配当金の受
取額 

  59 83 110 

法人税等の支払額   -65 -89 -97 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  -807 2,841 3,142 



  

  

  次へ 

    

前中間連結会計期間
  
  

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで）

当中間連結会計期間
  
  

（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  -5,303 -3,201 -4,844 

定期預金の払戻によ
る収入 

  5,152 3,544 5,152 

有形固定資産の取得
による支出 

  -68 -272 -269 

有形固定資産の売却
による収入 

  25 16 28 

無形固定資産の取得
による支出 

  -18 -122 -42 

投資有価証券の取得
による支出 

  － -50 -299 

投資有価証券の売却
による収入 

  1 600 1 

その他の投資の取得
による支出 

  -20 － -20 

その他の投資の売却
による収入 

  1 0 3 

貸付けによる支出   -2 － -7 

貸付金の回収による
収入 

  10 6 15 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -222 522 -282 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

自己株式の取得によ
る支出 

  -602 -2 -602 

自己株式の売却によ
る収入 

  － － 0 

配当金の支払額   -147 -241 -294 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -749 -243 -896 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  102 42 100 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（－減少額） 

  -1,676 3,162 2,064 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  11,494 13,558 11,494 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  9,818 16,720 13,558 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は、SHINKAWA 

SINGAPORE PTE.LTD.、SHINKAWA 

U.S.A.,INC.、SHINKAWA 

(MALAYSIA) SDN. BHD.、SHINKAWA 

TAIWAN CO., LTD.、SHINKAWA 

KOREA CO., LTD.、SHINKAWA 

(THAILAND) CO., LTD. 、

SHINKAWA(SHANGHAI)CO., LTD.及

び㈱エスケーティーの８社であ

り、すべての子会社を連結してお

ります。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

 連結子会社のうち、SHINKAWA 

(SHANGHAI)CO., LTD.の中間決算

日は6月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の財務諸

表を利用しております。ただし、

中間連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 その他の連結子会社の中間決

算日は中間連結決算日と一致し

ております。 

同左  連結子会社のうち、SHINKAWA 

(SHANGHAI)CO., LTD.の決算日は

12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、決算日現在の財務諸表を利用

しております。ただし、連結決算

日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 その他の連結子会社の決算日は

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 同左 同左 



  

前中間連結会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

 たな卸資産のうち、製品及

び仕掛品は個別法に基づく原

価法、半製品及び原材料は移

動平均法に基づく低価法によ

っております。 

同左 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

同左 同左 

建物及び構築物 10年～25年 

その他     ３年～４年 

    

② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフト

ウエアについては社内におけ

る利用可能期間（3年）によ

る定額法によっております。 

同左 同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 貸倒引当金は、売掛債権及

び貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額の設定を行っ

ております。 

同左 同左 

② 製品保証引当金 ② 製品保証引当金 ② 製品保証引当金 

 販売済製品に係る一定期間

内の無償サービスに要する費

用の発生に備えるため、実績

率を基にした会社所定の基準

により設定を行っておりま

す。 

同左 同左 



  

前中間連結会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、発生の翌事業年度

に一括費用処理しておりま

す。 

同左  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 なお、数理計算上の差異に

ついては、発生の翌事業年度

に一括費用処理しておりま

す。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は

中間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は中間連結会計期間の平均

為替相場により円換算し、換算

差額は「資本の部」並びに「少

数株主持分」に含めて計上して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等

の資産及び負債は連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は連結会計年度の平

均為替相場により円換算し、換算

差額は「資本の部」並びに「少数

株主持分」に含めて計上しており

ます。 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜

方式によっております。 

同左 同左 

② 役員非適格退職年金に関す

る事項 

② 役員非適格退職年金に関す

る事項 

② 役員非適格退職年金に関す

る事項 

(イ)当社は、昭和62年５月１

日より役員非適格退職年金

制度を採用しております。 

(イ)  同左 (イ)  同左 

(ロ)平成16年９月30日現在の

年金資産の額は、133 百万

円であります。 

(ロ)平成17年９月30日現在の

年金資産の額は、165百万

円であります。 

(ロ)平成17年３月31日現在の

年金資産の額は、133百万

円であります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） ―――――- 

   当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

前中間連結会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

 従来、営業外収益中の賃貸収入に

対応する賃貸原価（減価償却費、保

険料及び租税公課）は販売費及び一

般管理費に計上しておりましたが、

近年、賃貸収入の金額が増加する傾

向にあるため、当中間連結会計期間

より営業外費用として会計処理する

ことに変更いたしました。 

 この変更により、営業利益が7百

万円増加しております。なお、経常

利益に対する影響はありません。 

──────  従来、営業外収益の「その他」に

含まれる賃貸収入に対応する賃貸原

価（減価償却費、保険料及び租税公

課）は販売費及び一般管理費に計上

しておりましたが、近年、賃貸収入

の金額が増加する傾向にあるため、

当連結会計年度より営業外費用とし

て会計処理することに変更いたしま

した。 

 この変更により、営業利益が13百

万円増加しております。なお、経常

利益に対する影響はありません。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産に係る国庫補助

金による圧縮記帳累計額は、建物

及び構築物14百万円であります。 

※１．有形固定資産に係る国庫補助

金による圧縮記帳累計額は、建物

及び構築物14百万円であります。 

※１．有形固定資産に係る国庫補助

金による圧縮記帳累計額は、建物

及び構築物14百万円であります。 

２．受取手形の裏書譲渡高 ────── ────── 

262百万円    



（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．  ────── ※１．  ────── ※１．固定資産除却損の内訳は、次 

のとおりであります。 

    
 

建物 15百万円

機械設備 2百万円

建物取壊費用 38百万円

計 55百万円

前中間連結会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成16年９月30日現在) （平成17年９月30日現在) （平成17年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 15,121百万円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

-5,303百万円

現金及び現金同等物 9,818百万円

現金及び預金勘定 19,921百万円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

-3,201百万円

現金及び現金同等物 16,720百万円

 
現金及び預金勘定 17,102百万円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

-3,544百万円

現金及び現金同等物 13,558百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,622 2,828 1,205 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,514 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,921 4,541 2,619 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 963 

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,921 3,704 1,783 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 1,513 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 当社グループは、複合金融商品であるキャンセラブル定期預金による資金運用を行っておりますが、当社グループが

行っているデリバティブ取引は、 

① 組込デリバティブのリスクが現物の金融資産又は金融負債に及ぶ可能性があること。 

② 組込デリバティブと同一条件の独立したデリバティブが、デリバティブの特徴を満たすこと。 

③ 当該複合金融商品について、時価の変動による評価差額が当期の損益に反映されないこと。 

のいずれの要件も満たしていないため、デリバティブを区分して時価評価して評価差額を当中間連結会計期間の損益とし

て処理しておりません。 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

 当社グループは、複合金融商品であるキャンセラブル定期預金による資金運用を行っておりますが、当社グループが

行っているデリバティブ取引は、 

① 組込デリバティブのリスクが現物の金融資産又は金融負債に及ぶ可能性があること。 

② 組込デリバティブと同一条件の独立したデリバティブが、デリバティブの特徴を満たすこと。 

③ 当該複合金融商品について、時価の変動による評価差額が当期の損益に反映されないこと。 

のいずれの要件も満たしていないため、デリバティブを区分して時価評価して評価差額を当連結会計年度の損益として処

理しておりません。 

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）及び前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）において、当社グループは、

半導体製造装置の製造及び販売済製品の保守サービスを事業として行っており、当該事業以外に事業の種類がない単一セ

グメントであるため、作成しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アメリカ……アメリカ合衆国 

(2）アジア………シンガポール、マレーシア、台湾、大韓民国、タイ王国、中華人民共和国 

  

当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アメリカ……アメリカ合衆国 

(2）アジア………シンガポール、マレーシア、台湾、大韓民国、タイ王国、中華人民共和国 

  

  
日本 

（百万円） 
アメリカ
（百万円） 

アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 11,535 251 1,809 13,595 － 13,595

(2)セグメント間の内部売上高 1,808 7 266 2,081 （2,081) －

計 13,343 258 2,075 15,676 （2,081) 13,595

営業費用 11,582 256 1,872 13,710 (2,081) 11,629

営業利益 1,761 2 203 1,966 0 1,966

  
日本 

（百万円） 
アメリカ
（百万円） 

アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 10,112 15 895 11,022 － 11,022

(2)セグメント間の内部売上高 762 8 247 1,017 （1,017) －

計 10,874 22 1,142 12,038 （1,017) 11,022

営業費用 10,007 38 1,064 11,109 (1,125) 9,983

営業利益（又は営業損失） 867 -16 79 930 109 1,039



前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アメリカ……アメリカ合衆国 

(2）アジア………シンガポール、マレーシア、台湾、大韓民国、タイ王国、中華人民共和国 

  

【海外売上高】 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……………台湾、マレーシア、中華人民共和国、大韓民国ほか 

(2）その他の地域……アメリカ合衆国、アイルランド、フランス、ドイツほか 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……………台湾、マレーシア、中華人民共和国、大韓民国ほか 

(2）その他の地域……アメリカ合衆国、アイルランド、フランス、ドイツほか 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  
日本 

（百万円） 
アメリカ
（百万円） 

アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 18,937 387 2,784 22,108 － 22,108

(2）セグメント間の内部売上高 2,714 12 419 3,145 (3,145) －

計 21,651 399 3,203 25,253 (3,145) 22,108

営業費用 19,759 410 2,976 23,145 (3,143) 20,002

営業利益（又は営業損失） 1,892 -11 227 2,108 (2) 2,106

期別 項目 アジア その他の地域 計 

前中間連結会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 8,106 285 8,391

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 13,595

Ⅲ 海外売上高の連結売上
高に占める割合（％） 

59.6 2.1 61.7

期別 項目 アジア その他の地域 計 

当中間連結会計期間 
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 7,613 64 7,677

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 11,022

Ⅲ 海外売上高の連結売上
高に占める割合（％） 

69.1 0.6 69.7



 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……………台湾、マレーシア、中華人民共和国、大韓民国ほか 

(2）その他の地域……アメリカ合衆国、アイルランド、フランス、ドイツほか 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

期別 項目 アジア その他の地域 計 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 13,019 436 13,455

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 22,108

Ⅲ 連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 

58.9 2.0 60.9

前中間連結会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

  
１株当たり純資産額 2,211円87銭 

１株当たり中間純利
益金額 

67円38銭 

 
１株当たり純資産額 2,275円26銭 

１株当たり中間純利
益金額 

38円10銭 

１株当たり純資産額 2,224円21銭 

１株当たり当期純利
益金額 

66円36銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載してお

りません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在

株式が存在していないため、記載

しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで)

当中間連結会計期間
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで)

前連結会計年度 
(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで)

中間（当期）純利益（百万円) 1,317 735 1,339 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 50 

（うち、利益処分による役員賞与金） (－) (－) (50) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

1,317 735 1,289 

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,546 19,287 19,426 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    
 

 
 

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   13,365  18,443 15,524  

２．受取手形   1,030  384 520  

３．売掛金   7,487  5,421 5,648  

４．たな卸資産   5,168  2,815 3,127  

５．繰延税金資産   927  1,003 896  

６．その他 ※１ 256  199 209  

７．貸倒引当金   -57  -38 -40  

流動資産合計    28,176 64.2 28,227 62.4  25,884 59.6

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※２     

１．建物 ※３ 3,446  3,082 3,272  

２．土地   4,929  4,929 4,929  

３．その他   167  353 234  

有形固定資産合計   8,542  19.5 8,364 18.5 8,435  19.4

(2）無形固定資産   26  0.0 156 0.3 42  0.1

(3) 投資その他の資産       

１．投資有価証券   4,593  5,756 5,469  

２．繰延税金資産   2,460  1,351 2,225  

３．その他   91  1,386 1,390  

４．貸倒引当金   -1  -1 -1  

投資その他の資産合計   7,143  16.3 8,492 18.8 9,083  20.9

固定資産合計    15,711 35.8 17,012 37.6  17,560 40.4

資産合計    43,887 100 45,239 100  43,444 100

        



  

  

  
  

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    
 

 
 

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   1,479  1,769 554  

２．未払法人税等   45  38 66  

３．引当金   197  311 242  

４．その他   609  528 732  

流動負債合計    2,330 5.3 2,646 5.8  1,594 3.7

Ⅱ 固定負債       

１．その他の引当金   319  249 341  

２．その他   －  1 －  

固定負債合計    319 0.7 250 0.6  341 0.8

負債合計    2,649 6.0 2,897 6.4  1,935 4.5

        

（資本の部）    
 

 
 

Ⅰ 資本金    8,360 19.1 8,360 18.5  8,360 19.3

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   8,907  8,907 8,907  

２．その他資本剰余金   －  0 0  

資本剰余金合計    8,907 20.3 8,907 19.7  8,907 20.5

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   2,090  2,090 2,090  

２．任意積立金   97  89 97  

３．中間（当期）未処
分利益 

  22,704  22,982 22,635  

利益剰余金合計    24,891 56.7 25,161 55.6  24,822 57.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   714 1.6 1,553 3.4  1,056 2.4

Ⅴ 自己株式    -1,634 -3.7 -1,639 -3.6  -1,636 -3.8

資本合計    41,238 94.0 42,342 93.6  41,509 95.5

負債資本合計    43,887 100 45,239 100  43,444 100

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

(平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    13,101 100 10,703 100  21,258 100

Ⅱ 売上原価    8,690 66.3 7,320 68.4  14,294 67.2

売上総利益    4,411 33.7 3,384 31.6  6,964 32.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   2,686 20.5 2,449 22.9  5,126 24.1

営業利益    1,725 13.2 935 8.7  1,838 8.7

Ⅳ 営業外収益 ※２  234 1.8 167 1.6  323 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※３  69 0.6 48 0.4  120 0.5

経常利益    1,890 14.4 1,055 9.9  2,041 9.6

Ⅵ 特別利益    2 0.0 2 0.0  15 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  － － － －  55 0.2

税引前中間(当期)純利
益 

   1,892 14.4 1,057 9.9  2,001 9.4

法人税、住民税及び事
業税 

  3  3 5  

法人税等調整額   763 766 5.8 427 430 4.0 794 799 3.7

中間（当期）純利益    1,126 8.6 627 5.9  1,202 5.7

前期繰越利益    21,578 22,355  21,578 

中間配当額    － －  145 

中間(当期)未処分利益    22,704 22,982  22,635 

        



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 同左 同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 製品及び仕掛品は個別法に基

づく原価法、半製品及び原材料

は移動平均法に基づく低価法に

よっております。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物      15年～25年 

機械装置    ３年～４年 

同左 同左 

② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフト

ウエアについては社内におけ

る利用可能期間（3年）によ

る定額法によっております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 貸倒引当金は、売掛債権及び

貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額の設定を行っております。 

同左 同左 

(2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金 

 販売済製品にかかわる一定期

間内の無償サービスに要する費

用の発生に備えるため、当該実

績率を基にした会社所定の基準

により設定を行っております。 

同左 同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、発生の翌事業年度に一

括費用処理しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、発生の翌事業年度に一

括費用処理しております。 

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨

への換算基準 

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨

への換算基準 

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨

への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） ―――――- 

   当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

 従来、営業外収益中の賃貸収入に

対応する賃貸原価（減価償却費、保

険料及び租税公課）は販売費及び一

般管理費に計上しておりましたが、

近年、賃貸収入の金額が増加する傾

向にあるため、当中間会計期間より

営業外費用として会計処理すること

に変更いたしました。 

 この変更により、営業利益が7百

万円増加しております。なお、経常

利益に対する影響はありません。 

──────────  従来、営業外収益中の賃貸収入に

対応する賃貸原価（減価償却費、保

険料及び租税公課）は販売費及び一

般管理費に計上しておりましたが、

近年、賃貸収入の金額が増加する傾

向にあるため、当事業年度より営業

外費用として会計処理することに変

更いたしました。 

この変更により、営業利益が13百

万円増加しております。なお、経常

利益に対する影響はありません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺後の金額により流動資

産「その他」に含めて表示して

おり、その金額は194百万円で

あります。 

※１．仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺後の金額により流動資

産「その他」に含めて表示して

おり、その金額は138百万円で

あります。 

※１．  ────── 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

10,942百万円 10,733百万円 10,760百万円 

※３．有形固定資産に係る国庫補助

金による圧縮記帳累計額は、建

物14百万円であります。 

※３．有形固定資産に係る国庫補助

金による圧縮記帳累計額は、建

物14百万円であります。 

※３．有形固定資産に係る国庫補助

金による圧縮記帳累計額は、建

物14百万円であります。 

 ４．受取手形裏書譲渡高 ────── ────── 

262百万円   

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

１．有形固定資産の減価償却実施

額        317百万円 

１．有形固定資産の減価償却実施

額        304百万円 

１．有形固定資産の減価償却実施

額        674百万円 

無形固定資産の減価償却実施

額         8百万円 

無形固定資産の減価償却実施

額        13百万円 

無形固定資産の減価償却実施

額        17百万円 

※２．営業外収益のうち主な項目 ※２．営業外収益のうち主な項目 ※２．営業外収益のうち主な項目 
  

受取利息 4百万円

受取配当金 51百万円

為替差益 149百万円

 
受取利息 4百万円

受取配当金 72百万円

為替差益 50百万円

受取利息 7百万円

受取配当金 143百万円

為替差益 107百万円

※３．営業外費用のうち主な項目 ※３．営業外費用のうち主な項目 ※３．営業外費用のうち主な項目 
  

たな卸資産廃棄損 

61百万円

 
たな卸資産廃棄損 

43百万円

たな卸資産廃棄損 

105百万円

※４．  ────── ※４．  ────── ※４．特別損失のうち主な項目 

    固定資産除却損 55百万円



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

  
１株当たり純資産額 2,138円00銭

１株当たり中間純利益
金額 

57円62銭

  
１株当たり純資産額 2,195円48銭

１株当たり中間純利益
金額 

32円52銭

１株当たり純資産額 2,152円18銭

１株当たり当期純利益
金額 

59円40銭

 なお潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間

(平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで)

当中間会計期間
(平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで)

前事業年度 
(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで)

中間（当期）純利益（百万円） 1,126 627 1,202 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 48 

（うち、利益処分による役員賞与金） (－) (－) (48) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

1,126 627 1,154 

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,546 19,287 19,426 



(2）【その他】 

 平成17年11月18日開催の取締役会において、当社定款第32条の規定に基づき、平成17年９月30日最終の株主名簿および実

質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、第48期中間配当金として次のとおり支払う旨の決議をいたし

ました。 

  

  

  中間配当金総額 193百万円  

    （１株につき10円）  

  支払請求権の効力発生日 
並びに支払開始日 

 
平成17年12月９日 

 



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第47期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成17年11月22日関東財務局長に提出 

事業年度（第47期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

平成17年12月１日関東財務局長に提出 

事業年度（第46期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

事業年度（第45期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

事業年度（第44期）（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(3) 自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自平成17年３月１日 至平成17年３月31日）平成17年４月５日関東財務局長に提出 

報告期間（自平成17年４月１日 至平成17年４月30日）平成17年５月10日関東財務局長に提出 

報告期間（自平成17年５月１日 至平成17年５月31日）平成17年６月13日関東財務局長に提出 

報告期間（自平成17年６月１日 至平成17年６月30日）平成17年７月４日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月７日 

株式会社 新川       

  取締役会 御中   

  アーク監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 三浦 昭彦  ㊞ 

  業務執行社員  公認会計士 赤荻 隆   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社新川の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社新川及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月８日 

株式会社 新川       

  取締役会 御中   

  アーク監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上田 正樹  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 赤荻 隆   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社新川の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社新川及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月７日 

株式会社 新川       

  取締役会 御中   

  アーク監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 三浦 昭彦  ㊞ 

  業務執行社員  公認会計士 赤荻 隆   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社新川の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社新川の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月８日 

株式会社 新川       

  取締役会 御中   

  アーク監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上田 正樹  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 赤荻 隆   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社新川の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社新川の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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